
市辺白坂地区地区計画 
（平成２５年 ４月１６日城陽市告示第４０号） 

名    称 市辺白坂地区地区計画 

位    置 城陽市市辺白坂、茶 山及び大谷の各一部 

面    積 約９．７ｈａ 

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全

の

方

針 

地区計画の 

目標 

当地区は城陽市青谷地域南部に位置し、事業施行中の新名神高速道路及び国

道３０７号へのアクセスの利便性、広域交通条件を活かした市街地の整備及び

産業の集積を図る地区である。 

開発事業区域及びその周辺地域に地区計画を策定することにより、周辺の住

環境等に配慮しつつ、工業系を主体とした産業集積地として良好な市街地の形

成・誘導を図る。 

土地利用の 

方針 

Ａ地区は、周辺地域と調和する良好な市街地として土地利用を図る。 

Ｂ地区及びＣ地区においては、開発事業により、周辺環境に配慮した産業地

として土地利用を図る。 

地区施設の 

整備方針 

 当地区においては、国道３０７号への進入経路を確保するため、開発事業に

より区画道路を整備するとともに、当地区の事業所において従事する者及び周

辺住民が利用できる公園を整備し、これらを保全する。 

建築物等の 

整備方針 

Ａ地区においては、周辺地域と調和した良好な市街地が形成されるよう、建

築物等の用途の制限、建築物の敷地面積の最低限度及び建築物等の高さの最高

限度について必要な基準を設ける。 

Ｂ地区においては、周辺環境に配慮した産業地として良好な地区環境を形成

するため、建築物等の用途の制限、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置

の制限、建築物等の高さの最高限度及びかき又はさくの構造の制限について必

要な基準を設ける。 

Ｃ地区においては、周辺環境に配慮した産業地として良好な地区環境を形成

するため、建築物等の用途の制限、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置

の制限及びかき又はさくの構造の制限について必要な基準を設ける。 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

地区施設の 

配置及び規模 

配 置  計画図表示のとおり 

規 模 

（道路） 

 

 

 

 

 

 

（公園） 

 

 

 

 

 

項目 

種別 
幅 員 延  長 

区 画 道 路 等 
 ９ｍ 約  １７０ｍ 

１２ｍ 約  １００ｍ 

項目 

種別 
箇所数 面  積 

児 童 公 園 １ 約２，９００㎡ 



地 

区 

整 

備 

計 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

地

区

の

区

分 

区分の 

名称 
Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 

区分の 

面積 
約０．２ｈａ 約４．８ｈａ 約４．７ｈａ 

建築物等の 

用途の制限 

次の各号に掲げる建

築物は建築してはなら

ない。 

(1) 建築基準法別表第

２(い)項第５号又

は第６号に掲げる

建築物 

(2) 建築基準法別表第

２(は)項第４号に

掲げる建築物 

(3) 建築基準法別表第

２(に)項第６号に

掲げる建築物 

(4) 建築基準法別表第

２(ほ)項第２号又

は第３号に掲げる

建築物 

(5) 建築基準法別表第

２(る)項第１号又

は第２号に掲げる

建築物 

(6) 風俗営業等の規制

及び業務の適正化

等に関する法律第

２条第６項に規定

する店舗型性風俗

特殊営業又は同条

第９項に規定する

店舗型電話異性紹

介営業の用に供す

る建築物 

次の各号に掲げる建

築物は建築してはなら

ない。 

(1) 建築基準法別表第

２(い)項第１号、第

３号、第５号又は第

６号に掲げる建築

物。ただし、同一敷

地内にある、主要用

途建築物の付属建

築物として、主とし

て自己の業務に従

事する従業員のた

めの寮及び託児所

は除く 

(2) 住宅で事務所、店舗

その他これらに類

する用途を兼ねる

建築物で延べ面積

の２分の１以上を

居住の用に供する

もの 

(3) 建築基準法別表第

２(は)項第４号に

掲げる建築物 

(4) 建築基準法別表第

２(に)項第６号に

掲げる建築物 

(5) 建築基準法別表第

２(ほ)項第２号又

は第３号に掲げる

建築物 

(6) 建築基準法別表第

２(る)項第１号又

は第２号に掲げる

建築物 

(7) 風俗営業等の規制

及び業務の適正化

等に関する法律第

２条第６項に規定

する店舗型性風俗

特殊営業又は同条

第９項に規定する

店舗型電話異性紹

介営業の用に供す

る建築物 

次の各号に掲げる建

築物は建築してはなら

ない。 

(1) 建築基準法別表第

２(い)項第１号、第

３号、第５号又は第

６号に掲げる建築

物。ただし、同一敷

地内にある、主要用

途建築物の付属建

築物として、主とし

て自己の業務に従

事する従業員のた

めの寮及び託児所

は除く 

(2) 住宅で事務所、店舗

その他これらに類

する用途を兼ねる

建築物で延べ面積

の２分の１以上を

居住の用に供する

もの 

(3) 建築基準法別表第

２(は)項第４号に

掲げる建築物 

(4) 建築基準法別表第

２(に)項第６号に

掲げる建築物 

(5) 建築基準法別表第

２(ほ)項第２号又

は第３号に掲げる

建築物 

(6) 風俗営業等の規制

及び業務の適正化

等に関する法律第

２条第６項に規定

する店舗型性風俗

特殊営業又は同条

第９項に規定する

店舗型電話異性紹

介営業の用に供す

る建築物 



地 

区 

整 

備 

計 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

建築物の敷地にあっ

ては、１００㎡以上でな

ければならない。 

建築物の敷地にあっ

ては、５００㎡以上でな

ければならない。 

建築物の敷地にあっ

ては、１，０００㎡以上

でなければならない。 

壁面の 

位置の制限 

 建築物の外壁もしく

はこれに代わる柱の面

から道路境界線までの

距離は２．０ｍ以上と

し、隣地境界線までの距

離は１．０ｍ以上とす

る。ただし、次の各号に

掲げるものは、この限り

でない。 

(1) 軒の高さが２．３ｍ

以下の自動車車庫 

(2) 軒の高さが２．３ｍ

以下で、かつ、床面

積の合計が５㎡以

下の物置等 

(3) 門、へい、かき又は

さく 

同     左 

建築物等の 

高さの 

最高限度 

建築物の高さは、２０

ｍ以下でなければなら

ない。 

建築物の高さは、２０

ｍ以下でなければなら

ない。 

 

かき又は 

さくの 

構造の制限 

前面道路及び敷地境

界線に沿ってかき又は

さくを設置する場合に

は、可能な限り、生垣等

により緑化を推進する

こととする。 

(1) 門、へい、かき又は

さくを設ける場合

には、道路境界線と

の距離を１．０ｍ以

上とする。 

(2) 前面道路及び敷地

境界線に沿ってへ

い、かき又はさくを

設置する場合の高

さは地上高２．０ｍ

以下とし、へいの地

上高０．６ｍ以上に

ついては、見通しの

きく構造（金網柵

等）とする。 

同     左 
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